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研究要旨 

本研究は、認知症の危険因子である聴覚（難聴）に着目し、65～74歳の
高齢者を対象として、聴覚認知検査データベース構築のための調査（高
齢者機能健診）を実施し、2,154名が参加した。除外基準より解析の対象
は 1,989 名（平均年齢 72.3 歳、男性 37.8%）であった。聴覚認知
検査は、60 歳代より 70歳代で低下していたことから、加齢による影響が
あると考えられた。また、聴覚認知検査結果と認知機能低下は有意に関
連しており、年齢・性別・教育歴にて調整した解析においても関連性が示
された。来年度については、データベースをさらに拡充するとともに、検
査内容ならびに認知機能との関連を精査していくこととする。 

 

 

Ａ．研究目的 

認知症の危険因子として、生活習慣病や
身体不活動が広く知られてきたが、難聴も
その一つとして認識されつつある 

(Livingston G,et al. Lancet 2017)。そのため、
聴覚も認知症のリスク評価を行う場合に考
慮すべき要因の一つであると考えられるが、
認知症のリスク評価として位置づけられた
聴覚に関連する評価方法は検討されていな
い。高齢期においては加齢に伴い聴力は低
下するため、認知症のリスク評価を行うた
めには聴力そのものの評価ではなく、認知
的負荷をある程度かけられるものが望まし
いと考えられる。実際、認知機能以外のリス

ク評価方法の一つに身体機能の評価に注目
が集まっているが、単純な身体機能評価だ
けでなく、認知的要求度の高い認知課題と
運動課題を組み合わせた評価方法が認知症
のリスク評価として適していると報告され
た (Montero-Odasso MM, et al., JAMA Neurol. 

2017)。本研究では、簡便な認知症のリスク
評価の開発のために聴覚に着目した検査の
開発を行い、高齢者 4,000 名の聴覚認知検
査と認知機能検査のデータベースを作成す
ることを目的とした。2018年度においては、
第一次調査として、2,000名のデータベース
構築に向けて調査をし、認知機能との関連
性を検討した。 

－6－



 

Ｂ．研究方法 

1．対象者 

本研究は前期高齢者（65～74 歳）を対象
に、データベース構築のための調査（高齢者
機能健診）を実施した。今年度は、6,545 名
に調査の案内を送付し、2,154 名が参加した。
除外基準は、純音聴力検査ですべてに応答が
なかった者、認知症の診断がある者、基本的
ADL の低下および要介護認定を受けている
者とした。 

 

2．測定項目 

聴覚に関する測定項目は、純音聴力
検査（1000Hz、4000Hzにて左右 3 回ずつ）
および 2 種類の聴覚認知検査とした。なお、
本検査の詳細な内容については、分担研究
報告書（聴覚認知検査方法の開発：島田、李）
に記載した通りである。その他の本調査
の測定項目として、認知機能はタブレ
ット型 PC を用いた評価ツールである
National Center for Geriatrics and 

Gerontology-Functional Assessment Tool

（ NCGG-FAT）を用いて評価した。
NCGG-FAT により、単語の記憶（即時
再認課題および遅延再生課題）、注意
機能（Trail- Making Test Part A）、遂行機能
（Trail- Making Test Part B）、情報処理速
度（Symbol Digit Substitution Task）を評価
した。年齢と教育歴を考慮した参照値に対
し、各項目において平均値から 1.5 標準偏
差以上の機能低下がみとめられた場合に、
認知機能低下ありと判定した。また、認知機
能低下が一つの場合を Single、複数の場合
を Multiple とした。 

聴覚認知検査の内容は、同一カテゴ
リー（主カテゴリー）の単語の中に異
なるカテゴリー（干渉カテゴリー）の
単語が出てきた場合に、画面のボタン
を押して反応する課題を用いた（検査
1）。さらに、検査 2 として、検査 1 と
同様の課題を行いつつ、干渉カテゴリ
ーとして出てきた単語の個数を回答
する課題を追加した。検査 1、2 それぞ
れにおいて、主カテゴリーを主カテゴ
リーであると正答した率（正解の正答
率）、および干渉カテゴリーを干渉カ
テゴリーであると正答した率（不正解
の正答率）を算出した。なお、課題内
容の理解を得たうえで実施するため
に、検査の前には練習を行い、練習を
やり直すことが可能な設定とした。  

 

3．統計学的検討  

 聴覚認知検査における各検査値の
正答率の分布を全体および年代ごと
（60 歳代、70 歳代）に示した。また、
NCGG-FAT を用いて評価した認知機能
検査において、認知機能の低下の有無
により聴覚認知検査の結果を対応の
ない t 検定および χ 二乗検定にて比較
した。さらに、認知機能低下の領域が
単 一 （ Single ） の 場 合 と 、 多 領 域
（Multiple）に分類した場合、差が生じ
るのかどうかを分散分析および χ 二乗
検定にて比較し、post hoc 検定として、
Dunnet 分析および残差分析を実施し
た（認知機能低下なし群を参照）。最後
に、認知機能の低下の有無に対して、
検査１、検査２から得られる各指標が
関連しているのかを検証するために、
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認知機能の低下の有無を従属変数と
してロジスティック回帰分析を実施
した。検査１、検査２から得られる各
指標については、 100％正答かどうか
の 2 値に分類し、それぞれ別々のモデ
ルに独立変数として投入した。調整モ
デルにおける共変量は、年齢、性別、
教育歴とした。統計学的有意水準は
5％とした。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って
計画され、国立長寿医療研究センター
倫理・利益相反委員会の承認を得て実
施した。対象者には、本研究の主旨お
よび目的を口頭と書面にて説明し、同
意を得た。  

 

 

Ｃ．研究結果 

 機能健診に参加した 2,154 名のうち、
2,107 名が聴覚認知検査および認知機能検
査を完遂し、除外基準に該当した者を除
く 1,989 名（平均年齢 72.3 歳、男性
37.8%）が解析の対象となった。聴覚認
知検査における検査 1 正解の正答率は、
94.61±13.03、検査 1 不正解の正答率、
77.92±32.80、検査 2 の正解の正答率は
95.36±11.87、検査 2 の不正解の正答率
は 84.60±28.00 であった（図 1）。また、
年齢による影響を検討するために、65

歳から 69 歳と 70 歳から 74 歳に群分
けを実施し、各正答率を比較した。70

歳から 74 歳の結果が低い傾向にあり、
検査 1 の正解の正答率（p=0.036）、検
査２の正解の正答率（p=0.024）、検査

２の不正解の正答率（p=0.008）におい
て有意に低値を示した。検査 1 の不正
解の正答率においては、有意ではない
ものの、同様に 70 歳から 74 歳におい
て低値を示した（p=0.064）。  

 認知機能の低下の有無によって、各
正答率および検査 2 における干渉カテ
ゴリー個数の選択問題の正答率を比
較した（表 1）。検査 1 については不正
解の正答率、検査 2 については正解の
正答率、不正解の正答率においては有
意な群間差がみられ、認知機能の低下
に伴い低値を示した。選択問題の正答
率についても同様に有意な差がみら
れた。また、認知機能の単一領域が低
下している群（Single）、および多領域
（Multiple）が低下している群に分け
た解析においても、検査 1 については
不正解の正答率、検査 2 については正
解の正答率、不正解の正答率、選択問
題の正答者数において有意な群間差
が認められた。Post hoc 検定（参照：
認知機能低下の低下なし群）において
は、検査 2 正解の正答率を除いて、全
ての低下群において低下なし群より
も低下している傾向が示唆された。  

ロジスティック回帰分析の結果を
表 2 に示す。年齢、性別、教育歴で調
整したモデルにおいても、不正解の正
答が有意な関連を示した。  

 

 

Ｄ．考察 

 本研究において、開発した聴覚認知
検査および認知機能検査のデータベ
ースを構築した。今年度においては、
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当初の予定を上回る 2,107 名の評価を
実施した。聴覚認知検査の検査結果に
おいては、年代によって有意な差が認
められた。引き続きデータベースを構
築し、年代別の標準値を認知機能検査
と同様に示すことで、より有用な指標
となりうると考えられる。  

認知機能低下の有無において、不正
解の正答率はいずれも有意な差がみ
られたため、本検査の構成要素の中で
も、干渉カテゴリーを正しく抽出する
ことができるか、ということが認知機
能低下とより強い関連を有している
と考えられる。これらの結果は、年齢、
性別、教育歴で調整したロジスティッ
ク回帰分析においても同様の傾向を
示したため、開発した本検査が有用な
一次スクリーニング検査となりうる
と考えられる。同様に音声指示にもと
づいて行われる課題遂行に記憶を要
する課題として、Paced Auditory Serial 

Addition Task がある。このテストでは、
ランダムに読み上げられる１から９の数字
（音）を１回ずつ足し算していくという課
題の正確性を評価するもので、足し算が行
われている間に次の数字が示されるため、
計算をしながらも、すぐ前に示された数字
を覚え、かつ次の数字を聴き取ることが求
められる。この評価においては、頭部外傷
（Nikravesh M, et, al., Med J Islam Repub Iran. 

2017）、多発性硬化症 (Ozakbas S, et, al., 

Clin Neurol Neurosurg. 2016)、パーキン
ソン病患者（Dujardin K, et, al., Cortex. 2007）
にみられる認知機能低下と関連する
ことが報告された。本研究対象者は神
経変性疾患を有するものは除外して

おり、対象者属性が異なるため、完全
に比較することは困難であるが、聴覚
による課題入力、遂行時に認知課題を
付加的に実施する点が類似しており、
本研究で用いた聴覚認知検査につい
ても認知機能との関連性が認められ
たと考えられる。さらに、先行研究に
おいて、軽度認知障害（mild cognitive 

impairment：MCI）を有する高齢者 45

名（平均年齢 73.7±6.8 歳）と非 MCI 高
齢者 34 名（平均年齢 70.6±5.8 歳）を
比較したところ、競合する音響信号の
知覚およびいくつかテンポ知覚にお
いて、MCI 高齢者が低下傾向にあるこ
とが示唆された（Edwards JD, et, al., J 

Speech Lang Hear Res. 2017）。つまり、
認知機能が低下すると聴覚処理を要
する認知課題においても低下するこ
とが考えられるため、単純な認知機能
検査よりも聴覚を要する認知機能検
査は、認知機能低下との関連性が高い
ことが推察され、本研究においても、
その仮説を支持する結果が得られた
と考えられる。また、本研究において
は、聴覚認知検査の点数を各検査の構
成要素別に示したうえで認知機能と
の関連性を示した。次年度においても、
継続してデータベースの構築を進め、
認知症のリスク評価として最適な内
容ならびにスコア化を行うことが求
められる。  

 

 

Ｅ．結論 

 本研究において、開発した聴覚認知検査
について、検査の構成要素別に正答率を示
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した。また、各検査の正答率が認知機能の低
下と有意な関連性を示し、本検査が認知症
の早期発見のためのスクリーニングツール
となる可能性が示唆された。 
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1．特許取得 

なし 

 

2．実用新案登録 

なし 

 

3．その他 

なし 
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図 1 年代における聴覚検査の平均値の差  
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、

TM
T-

A,
TM

T-
B,

SD
ST

）
に
お
い
て
、

1.
5S

D
超

低
下

が
1検

査
以

上
あ
っ
た
場

合
、
認

知
機

能
低

下
と
定

義
し
た
。
各

項
目

を
独

立
変

数
と
し
て
個

別
に
投

入
し
て
解

析
を
実

施
し
た
。
調

整
モ
デ
ル
に
お
い
て
も
、
各

項
目

を
個

別
に
独

立
変

数
と
し
て
投

入
し
た
う
え
で
、
共

変
量

（
年

齢
、
性

別
、
教

育
歴

）
に
て
調

整
を
実

施
し
た
。

O
R

, o
dd

s 
ra

tio
; C

I, 
co

nf
id

en
tia

l i
nt

er
va

l; 
TM

T-
A,

 T
ra

il 
M

ak
in

g 
Te

st
 p

ar
t A

; T
M

T-
B,

 T
ra

il 
M

ak
in

g 
Te

st
 p

ar
t B

; S
D

ST
, S

ym
bo

l D
ig

it
Su

bs
tit

ut
io

n 
Ta

sk

表
2　

認
知

機
能

低
下

の
有

無
と
聴

覚
認

知
検

査
と
の
関

連
（
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
回

帰
分

析
）

調
整

な
し
モ
デ
ル

調
整

あ
り
モ
デ
ル

(9
5%

C
I)

(9
5%

C
I)
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